
様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙1）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行実績及び計画）※事業ベースの整理 （単位：円）

再生可能エネルギー等導入推進事業 執行率

① 地域資源活用詳細調査事業

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

97%

※本表は事業ベースで記載する。（資金ベースで整理しない。）

※報告書を提出する当該年度までは執行済額、以降は執行見込額を記載する。

※「運用収入額」は、基金運用実績における「運用益繰入額」を記載する。

※執行率は、基金総額に対する執行済額の割合を記載する。(合計－運用益収入額）／交付額

合計

1,517,441,529

3,218,310 7,629,348 1,540,651 12,388,309運用収入額

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）
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46,049,815

平成27年度 平成28年度 合計

（平成28年度報告書）

事業計画作成担当者

所在地

都道府県等の名称

平成26年度 基金総額

296,542 110,312

1,169,336,463 302,055,251



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙1－②）

（基金事業の執行実績及び計画）※資金ベースの整理

平成26年度 平成27年度 平成28年度

国費(補助金等)
※27年度以降は追加があった場合のみ記入

1,570,000,000 0 0

出資等 0 0 0

運用収入 3,218,310 7,629,348 1,540,651

(うち国費見合額) ( 　 3,218,310 　 ) ( 　 7,629,348　  ) ( 　　1,540,651　 )

その他収入 0 0 0

前年度末基金残高
※一般会計の繰り入れ残額含む

1,527,092,119 351,456,462

返納額
※平成26年度の返納額はマイナスにする。

0 0 0

合計　(a) 1,573,218,310 1,534,721,467 352,997,113

交付額(間接補助事業経費) 44,591,815 911,557,413 267,217,468

執行額(直轄事業経費) 1,458,000 271,411,050 38,270,783

その他 76,376 296,542 110,312

合計 (b) 46,126,191 1,183,265,005 305,598,563

0 0 0

0 0

1,527,092,119 351,456,462 47,398,550

( 　　1,527,092,119　　 ) ( 　　351,456,462　　 ) (   47,398,550 　)

47,398,550 ÷ 0

基金残高 ÷
事業完了までに必要となる補助・補てん
額（支出額）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

基
金
の
額
（
単
位
：
円
）

収
入

支
出

一般会計への繰入残額　(ｄ)

国庫納付額　(c)

基金残高　(a-b-c+d)

※「運用収入」は、基金運用実績における「運用益繰入額」を記載する。

※「保有割合の算定根拠」について、（基金残高）は報告書を提出する年度の値を設定し、（事業完了までに必要となる補助・補てん額（支出額））は翌年度以降の支出額の計となるように設定する。

（うち国費相当額）

（平成28年度報告書）

（保有割合の算定根拠）

※本表は基金の資金ベースで記載する。（事業ベースで整理しない。）

※報告書を提出する当該年度までは執行済額、以降は執行見込額を記載する。

※「支出」については、当該年度内に支出負担行為を行い、出納整理期間に支出をしたものを含む。ただし、当該年度に債務負担行為のみをおこなったものについては含まない。

保有割合 #DIV/0!



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙2）

（事業実施の概要）

平成26年度に事業
開始に係る分

平成27年度に事業
開始に係る分

平成28年度に事業
開始に係る分

計
平成26年度に事業
開始に係る分

平成27年度に事業
開始に係る分

平成28年度に事業
開始に係る分

計

10,512 731,561 31,962 774,035 10,596 625,716 177,947 814,259 1.052

0.03 2.34 0.10 2.47 0.03 1.98 0.55 2.56

導入施設数 1 72 3 76 1 61 17 79 1.039

6 439 17 462 6 381 98 485 1.050

＜全体計画に対する実績の要因分析＞

防災拠点における再生可能エネルギーの普及率　（％）

（民間施設再生可能エネルギー等導入事業について）
○　２件ともに採択とする。

平成28年度外部委員会の評価内容

全体計画書 平成28年度　各年度報告書

○ 発電量、導入施設数が計画値を上回ったため、二酸化炭素削減効果も全体計画書の数値を達成した。
※ なお、各年度事業開始に係る分の発電量の算出に使用した設備利用率は、いずれも１２％を用い、二酸化炭素削減効果の算出に使用した排出係数は、０．５５／１０００を用いた。

二酸化炭素削減効果　（ｔ－CO2／年)

達成率

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

導入した再生可能エネルギー等による発電量　（ｋWｈ／年）

項目

（平成28年度報告書）

　○　民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業　　３，４３３，０００円
　　医療機関及び社会福祉施設における再生可能エネルギー等の導入に係る設計及び工事を行った。
　　　　　　【対象施設】　　医療機関、帰宅支援ステーション（２施設）
　　　　　　【導入設備】　　太陽光発電５．６～１３．０ｋW、蓄電池７．２～８．４ｋWh

１　基金事業の目的・概要
　○　首都直下地震など大規模災害の発生に備え、埼玉県では、災害に強く環境負荷の小さい自立・分散型のエネルギー供給体制の構築を目的としている。
　○　そこで、地域の防災拠点や災害時等に地域住民の生活等に必要不可欠な都市機能を維持することが必要な公共・民間施設におけるエネルギーの多重化を図り、再生可能エネルギーや蓄電池等を導入し災害に強く環境負荷の小さい地域づくりを進める。
　○　また、快晴日数日本一という本県の地域特性を活用した太陽光発電を主軸としながら、ポテンシャルのある他の再生可能エネルギーについても避難所や防災拠点等への導入を積極的に検討する。
　○　本基金事業については、防災・環境両分野においても、本県の強みである自助・共助の取組をより一層強く引き出す起爆剤のような役割を果たす事業と位置付け、実効性の高い事業展開し、安心・安全を実感する地域づくりを行う。

（３）　各事業メニューの実績報告
　○　地域資源活用詳細調査事業　　１１０，３１２円
　　対象事業の選定や執行状況の評価について助言を得るための外部評価委員会開催や、事業の実施状況調査・完了検査に要する経費を執行した。
　　　①　外部評価委員会１回（平成２８年８月開催）　　　　６９，０００円
　　　②　旅費（１７件）　　　４１，３１２円

　市町村施設

３　平成２８年度の事業執行状況
　　平成２８年度は以下のとおり実施した。なお、民間施設は２施設で事業を実施した。
（１）事業実施件数

（２）個別事業実施箇所
　県有施設

４　管理体制
　○　効率性・透明性・優先度の観点により、適切な評価を行うこととし、また、基金事業の実施にあたっては、外部有識者等で構成する「埼玉県再生可能エネルギー等導入推進基金事業外部評価委員会」による審査・評価・助言等
　　を行うことにより、事業の立案段階から実施後の評価実施後の評価までの一連のプロセスにおいて、効率性や透明性が適切に検証した。
　○　具体的には、全体事業計画書及び年度別の事業計画書の立案に際し、外部評価委員会の意見を求めるほか、民間事業者の公募に当たり外部評価委員会の意見を求め、制度設計を実施した。
　○　外部評価委員会については、事業の選定や評価などに際し公平性や透明性を保つため、再生可能エネルギーや防災関係等の各専門分野に精通する学識経験者などから構成している。
　○　平成２８年度は、平成２８年８月に開催した。
　　　　【委員】
　

平成28年度事業実施の概要

　○　公共施設再生可能エネルギー等導入事業　　３０２，０５５，２５１円
　　県有施設及び市町村有施設における再生可能エネルギー等の導入に係る設計及び工事を行った。
　　　　（１）　防災強化型：県及び市町村の防災拠点施設及び避難所への再生可能エネルギー等導入事業
　　　　県及び市町村が指定する防災拠点施設及び避難所において、災害時に遮断されたライフラインが復旧するまでの間、当該施設が必要最低限の機能を維持できるように、再生可能エネルギーと蓄電地の導入のため、設計及び工事を行った。
　　　　　　【対象施設】　　県施設（２施設）・・・保健所
　　　　　　　　　　　　　　　　市町村有施設（１１施設）・・・庁舎、学校、公民館
　　　　　　【導入設備】　　太陽光発電１０ｋW、蓄電池１５ｋWｈ（一部自治体：①太陽光発電＝全額単独費整備あり、②太陽光１５ｋＷ）
　　（２）　市民参加型：市民参加型による県内小・中学校等への再生可能エネルギー等導入事業
　　　　太陽光発電と蓄電池の導入を契機として、市民参加の取組を促す事業を支援する。市民参加の方法としては、例えば自主防災組織や地域防災サポーターとの協働による環境・防災意識の向上のための避難訓練や、
　　　市民の寄付を募って太陽光発電の表示板を設置し、これを利用し学校で環境学習を行うなどした。
　　　　　　【対象施設】　　市町村有施設（２施設）・・・小学校
　　　　　　【導入設備】　　太陽発電１０ｋW、蓄電池１５ｋWh

２　事業の選定方法
　○　県有施設については、災害時の応急対策実施機関のうち、災害時の応急対策実施機関となる保健所１３箇所のうち、管轄内での東京湾北部、茨城県南部地震の被害想定における避難者数が多い保健所２箇所を選定した。
　○　市町村有施設についても、県有施設同様、平成２８年度内に設計及び工事施工が完了可能な施設を、市町村の意向を踏まえながら下記の選定基準により１３市町村１３施設を選定した。
　○　民間施設については、公募を実施し医療機関及び帰宅支援ステーション２施設を選定した。

　【選定基準】
　　○　対象となる施設が、防災計画等の位置付けとして重要性が高いもので、緊急性や優先度の高いものであるか。
　　○　避難者の受入数が多く、導入による高い効果が見込まれるものであるか。
　　○　災害時に担う役割が大きい施設で、すでに再エネや自家発電設備等が導入されていないものであるか。
　　○　再エネ等の導入により、応急対策や復旧対策等の機能向上効果が得られるものであるか。
　　○　自治体所有施設のうち、より導入による効果が大きいと見込まれるものであるか。
　　○　再エネ等の導入により、CO2の削減効果が見込まれるものであるか。
　　○　対象施設の選定方法や内容は適正か。必要な機能・電力と設備導入規模は適正か。
　　○　事業費の算出方法や内容は適正か。精緻な検討・調整等を行っているか。
　　○　市民や地元企業等への波及効果が高いものであるか。地域の特性を活かした独自性の高い取組であるか。 環境・防災の強化に則した取組内容であるか。
　　○　本事業をきっかけとして、地域における高い波及効果が見込まれるか、自治体における新たな展開につながるか。

設計 工事

県有施設 2施設 2施設

市町村施設 13施設 13施設

民間施設 2施設 2施設

1 朝霞保健所 庁舎等 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
2 鴻巣保健所 庁舎等 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事

1 行田市 避難所 蓄電池15kWh 設計・工事
2 秩父市 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
3 所沢市 庁舎等 太陽光発電設備15kW,蓄電池15kWh 設計・工事
4 東松山市 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
5 狭山市 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
6 草加市 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
7 白岡市 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
8 川島町 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
9 吉見町 庁舎等 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事

10 美里町 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
11 上里町 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
12 寄居町 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事
13 杉戸町 避難所 太陽光発電設備10kW,蓄電池15kWh 設計・工事

学識  東洋大学経済学部長・教授 小川　芳樹

民間  埼玉県商工会連合会企業支援部長 秋葉　淳一

環境 一般社団法人太陽光発電協会企画部長 茅岡　日佐雄
  特定非営利活動法人環境ネットワーク埼玉事務局長 秋元　智子

 彩の国コミュニティ協議会副会長 上岡　悦子
防災  埼玉県防災士協会会長 木舩　賢治

環境



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙３）

（基金事業の内容） （単位：円）

（基金充当額） （単独費支出額）

平成26年度 評価委員会の開催
謝金13,800円×4人×1回
会場使用料7,560円×1回

62,760 (0) 62,760

平成27年度 評価委員会の開催
謝金13,800円×4人×2回
会場使用料5,940円×1回(他1回は庁内会議室）

116,340 (0) 116,340

平成28年度 評価委員会の開催
謝金13,800円×5人×1回
会場使用料0円×1回

69,000 (0) 69,000

平成26年度 現地調査及び完了検査 旅費（現地調査）13件 13,616 (0) 13,616

平成27年度 現地調査及び完了検査 旅費（現地調査・完了検査）61件 121,654 (0) 121,654

平成28年度 現地調査及び完了検査 旅費（現地調査・完了検査）17件 41,312 (0) 41,312

平成26年度 補助事業説明会の開催
会場使用料（公共）0円×1回
会場使用料（民間）0円×1回

0 (0) 0

平成27年度 補助事業説明会の開催 会場使用料（民間）58,548円×1回 58,548 (0) 58,548

平成28年度 補助事業説明会の開催 会場使用料（民間）0円×0回 0 (0) 0

平成26年度 (76,376) (0) 76,376

平成27年度 (296,542) (0) 296,542

平成28年度 (110,312) (0) 110,312

※適宜、行を追加する。 (483,230) (0) 483,230

※「事業費の算出根拠」については、事業実施に係る詳細な費目及び経費を記載する。

※「合計」については、「事業費の算出根拠」に記載した経費の合計を記載する。

※平成27年及び平成28年度の報告は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。

※複数年度にわたる事業については、当該年度までの実績及び以降の見込みを記載する。

11000-26-1-001

11000-26-1-002

11000-26-1-003

合計

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

（平成28年度報告書）

（１）地域資源活用詳細調査事業

事業番号 事業年度 事業内容 事業実施時期 事業費の算出根拠 備考合計



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙４）

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：円）

（単独費支出額）
（単位：円）

平成26年度 0

平成27年度 0

10,596 5.83 平成28年度 (18,775,591) (0) 18,775,591 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,596 5.83 平成28年度 (19,495,192) (0) 19,495,192 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 (12,285,000) (4,239,000) 16,524,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,932 6.01 平成28年度 (20,941,200) (0) 20,941,200 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

16,630 9.15 平成28年度 (23,571,899) (90,901) 23,662,800 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,596 5.83 平成28年度 (20,478,000) (1,650,120) 22,128,120 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

11,921 6.56 平成28年度 (21,985,000) (1,451,000) 23,436,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,932 6.01 平成28年度 (21,985,000) (6,008,600) 27,993,600 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

11,143 6.13 平成28年度 (21,985,000) (4,129,400) 26,114,400 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,932 6.01 平成28年度 (19,014,525) (1,267,875) 20,282,400 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,932 6.01 平成28年度 (19,221,000) (4,485,000) 23,706,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

11,143 6.13 平成28年度 (21,600,000) (0) 21,600,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,596 5.83 平成28年度 (20,275,233) (1,648,767) 21,924,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

10,512 5.78 平成28年度 (21,985,000) (5,719,160) 27,704,160 設計・工事

9,777,600 1
リチウム蓄電

池
15kWh 12,285,000 1

リチウム蓄電
池

15kWh 12,285,000 1

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

H29.03

H29.04

11000-28-2-001
防災強化型朝霞保健所再生可能エネ

ルギー等導入事業
埼玉県

11000-28-2-002
防災強化型鴻巣保健所再生可能エネ

ルギー等導入事業
埼玉県

直轄 診療施設 太陽光 10.08kW 9,777,600 1

直轄 診療施設 太陽光 10.08kW

稼働年月

H29.04

H29.02

H29.03

H29.02

H29.03

H29.04

H29.04

H29.01

H29.04

11246-28-2-001
防災強化型白岡市立西小学校再生可

能エネルギー等導入事業
白岡市 補助 学校 太陽光 10.6kW 10,282,000 1

リチウム蓄電
池

16.56kWh 13,562,640 1

リチウム蓄電
池

15.6kWh 12,776,400 111221-28-2-001
市民参加型草加市立谷塚小学校・谷

塚文化センター再生可能エネルギー等
導入事業

草加市 補助 その他 太陽光 10.4kW 10,088,000 1

11215-28-2-001
防災強化型狭山市立狭山台中学校再

生可能エネルギー等導入事業
狭山市 補助 学校 太陽光 11.34kW 10,999,800 1

リチウム蓄電
池

15kWh 12,285,000 1

リチウム蓄電
池

16.2kWh 13,267,800 111212-28-2-001
防災強化型野本市民活動センター再

生可能エネルギー等導入事業
東松山市 補助 その他 太陽光 10.08kW 9,777,600 1

11208-28-2-001
防災強化型所沢市西部クリーンセン
ター再生可能エネルギー等導入事業

所沢市 補助 清掃工場 太陽光 15.82kW 15,345,400 1
リチウム蓄電

池
15.6kWh 12,776,400 1

11207-28-2-001
市民参加型秩父市立西小学校再生可

能エネルギー等導入事業
秩父市 補助 学校 太陽光 10.4kW 10,088,000 1

リチウム蓄電
池

15.6kWh 12,776,400 1

容量
価格

（単位：円）
個数 種別 容量 合計

11206-28-2-001
防災強化型忍・行田公民館再生可能エ

ネルギー等導入事業
行田市 補助 公民館

価格
（単位：円）

個数

リチウム蓄電
池

15.6kWh 12,776,400 1

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

（平成28年度報告書）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業

事業NO 事業名 実施主体
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

事業年度

事業費

備考

種別 容量
価格

（単位：円）
個数種別 容量

価格
（単位：円）

個数種別

10.4kW 10,088,000 1
リチウム蓄電

池
15.68kWh 12,841,92011346-28-2-001

防災強化型川島町コミュニティセンター
再生可能エネルギー等導入事業

川島町 補助 その他 太陽光 H29.041

H29.03110.4kW 10,088,000 1
リチウム蓄電

池
15.68kWh 12,841,920

11381-28-2-001
防災強化型美里町保健センター再生

可能エネルギー等導入事業
美里町 補助 その他 太陽光

11347-28-2-001
防災強化型吉見町役場再生可能エネ

ルギー等導入事業
吉見町 補助 庁舎 太陽光

H29.01110.6kW 10,282,000 1
リチウム蓄電

池
15.6kWh 12,776,400

10kW 9,700,000 1 12,776,400 1

11385-28-2-001
防災強化型上里町立上里東小学校再

生可能エネルギー等導入事業
上里町

リチウム蓄電
池

15.6kWh

リチウム蓄電
池

16.8kWh

11408-28-2-001
防災強化型寄居町総合社会福祉セン
ター再生可能エネルギー等導入事業

寄居町 補助 社会福祉施設 太陽光

10.08kW 9,777,600 1 13,759,200 1補助 学校 太陽光



（基金充当額）
（単位：円）

（単独費支出額）
（単位：円）

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

稼働年月

容量
価格

（単位：円）
個数 種別 容量 合計

価格
（単位：円）

個数

事業NO 事業名 実施主体
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

事業年度

事業費

備考

種別 容量
価格

（単位：円）
個数種別 容量

価格
（単位：円）

個数種別

平成26年度 0

平成27年度 0

10,932 6.01 平成28年度 (18,457,611) (982,389) 19,440,000 設計・工事

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (302,055,251) (31,672,212) 333,727,463

※適宜、行を追加する。 合計 (302,055,251) (31,672,212) 333,727,463

※防災拠点毎に事業を記載してください（1施設＝１事業）

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。

※平成27年及び平成28年度の報告は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。

※※複数年度にわたる事業については、当該年度までの実績及び以降の見込みを記載する。また、備考欄に各年度の事業内容を記載する。

158,395 87.12合　　　計

15.6kWh11464-28-2-001
防災強化型杉戸町立高野台小学校再

生可能エネルギー等導入事業
H29.04補助 学校 太陽光 10.4kW 10,088,000 1

リチウム蓄電
池

12,776,400 1杉戸町



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙５）

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：円）

（事業者負担額）
（単位：円）

平成26年度 0

平成27年度 0

5,887 3.24 平成28年度 (1,000,000) (2,240,000) 3,240,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

13,666 7.52 平成28年度 (2,433,000) (5,451,000) 7,884,000 設計・工事

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 (0) (0) 0

平成27年度 (0) (0) 0

平成28年度 (3,433,000) (7,691,000) 11,124,000

合計 (3,433,000) (7,691,000) 11,124,000

（基金事業の内容）

（基金充当額）
（単位：円）

（事業者負担額）
（単位：円）

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

平成26年度 (0) 0

平成27年度 (0) 0

平成28年度 (0) 0

合計 (0) 0

※適宜、行を追加する。 平成26年度 (0) (0) 0

※防災拠点毎に事業を記載してください（1施設＝１事業） 平成27年度 (0) (0) 0

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。 平成28年度 (3,433,000) (7,691,000) 11,124,000

※平成27年及び平成28年度の報告は、前年度までの事業分を記載した上で、当該年度の事業を記載する。 総合計 (3,433,000) (7,691,000) 11,124,000

※※複数年度にわたる事業については、当該年度までの実績及び以降の見込みを記載する。また、備考欄に各年度の事業内容を記載する。

H28.03 

H28.03

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業（※３％利子補給）

事業NO 事業名

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

19,552 10.75

0 0合　　　計

種別

備考

種別 容量
価格

（単位：円）
個数 種別

価格
（単位：円）

個数 種別 容量

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業内容④
（その他）

価格
（単位：円）

個数 合計容量

事業年度稼働年月

金額

合　　　計

実施主体 施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

容量
価格

（単位：円）
個数

8.4kWh - 111000-28-3-002
民間施設（秩父生協病院）

再生可能エネルギー等導入推進事業
民間事業者 医療施設 太陽光 13.0kW - 1

リチウム蓄電
池

合計

11000-28-3-001
民間施設（吉野家春日部緑町店）

再生可能エネルギー等導入推進事業
民間事業者 その他 太陽光 5.6kW - 1

リチウム蓄電
池

7.2kWh - 1

種別 容量
価格

（単位：円）
個数

稼働年月

事業内容④
（その他）

事業年度

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

発電量
（ｋWh／年)

二酸化炭素
削減量

（ｔ－CO2／年)

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

（平成28年度報告書）

（３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業（※補助率1/3　ただし特定被災地方公共団体の市町村内で実施する事業は1/2）

事業NO 事業名 実施主体 施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

事業費

備考

種別 容量
価格

（単位：円）
個数 種別 容量

価格
（単位：円）

個数 種別 容量
価格

（単位：円）
個数

該当なし



様式第４号（第５の５（２）②関係） （別紙６）

（基金事業の内容）

事業期間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

規模 単位 ※開始年度～終了年度
発電量

（ｋｗｈ／年）
CO2削減量

（t-CO2／年）
基金充当額
（単位：円）

基金充当額
（単位：円）

基金充当額
（単位：円）

0 0 0

※適宜、行を追加する。

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。

（基金事業の内容）

事業期間 平成26年度 平成27年度 平成28年度

※開始年度及び終了年度
を記載

発電量
（ｋｗｈ／年）

CO2削減量
（t-CO2／年）

基金充当額
（単位：円）

基金充当額
（単位：円）

基金充当額
（単位：円）

0 0 0

※適宜、行を追加する。

※「発電量」について、発電しない再生可能エネルギー等は記入不要。

0 0 0

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

小計

合計

事業数 事業名 事業内容
総事業費
[単位：円]

備考

導入内容
総事業費
（単位：円）

備考

小計

（４）風力・地熱発電事業等導入支援事業（※１/２補助）

事業効果
（導入（設置）後に見込まれる効果）

平成26年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業状況報告書（各年度報告書）

（平成28年度報告書）

（４）風力・地熱発電事業等導入支援事業（※３％利子補給）

事業NO 事業名
再生可能エネルギー等

導入種別

該当なし

該当なし


